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1．はじめに  

首都圏では，通勤目的トリップの 60%以上が鉄道

を利用しており，一度事故が生じると多くの旅客の移

動が妨げられる．東京都内，とりわけ山手線内では，

鉄道ネットワークが密に張り巡らされており，事故が発

生しても他の代替路線を利用して移動することが可能

な状況にある．しかしながら山手線の外側では，代替

路線がある地域は限られており，都心と郊外とを結ぶ

路線で事故が生じ運行が停止した際には，移動困難

者が多数発生し，多額の社会費用が発生している． 

道路ネットワークの信頼性について分析を行った研

究事例は数多く見られるが１）-３），鉄道ネットワークの

信頼性に関する研究はほとんど行われていない．藤

生ら４）は，鉄道事故の発生状況，事故発生時の運行

停止時間について統計分析を行い，それぞれの確率

分布を特定化している．そこで，本研究では，鉄道事

故の発生分布や運行停止時間分布を用いて，旅客

の時間費用の推計を試みた． 

 

2．使用データと時間費用の推計フロー 

本研究では，国土交通省関東運輸局が取りまとめ

ている鉄道運転事故等届出書（平成 14 年度）に記載

された事故を分析対象とした．また対象地域を都市交

通年報 5）で扱っている範囲に限定し，計 537 件の事

故データを分析に用いた． 

当事故統計データには，事故発生日時，場所，事

故原因，最大遅延時間，死傷者数等に関する情報が

含まれている． 

また，事故が発生した際に，不通区間を通過する

旅客数を大都市交通センサス 6）を用いて求めた． 

本研究で行った旅客の時間費用の推計フローを図

1 に示す．1)事故統計より同定したポアソン分布に従う

乱数を発生させ，1 日当りの事故発生件数を決定する． 

2)1 回当りの事故について，一様乱数を発生させ，事

故発生路線のシェアに対応させた事故発生路線を決

定する．3) 一様乱数を発生させ，決定された路線の

不通区間を決定する． 4) 一様乱数を発生させ，事

故発生原因のシェアに対応させた事故発生原因を決

定する．5)事故原因別に同定されたワイブル分布に

従う乱数を発生させ，事故による運行停止時間を決

定する．6)大都市交通センサスを読込み，事故発生
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図-1 時間費用の推計フロー 



時に不通区間を通過する旅客数を算出する．7)運行

停止時間と不通区間通過旅客数に時間評価値を乗

じることにより 1 日当りの時間費用を推計する．また推

計において，1 日当りの鉄道営業時間を 16 時間，時

間評価値を 2000 円と設定した． 

 

3．時間費用算出に用いる各確率分布の同定 

時間費用の算出に用いた各確率分布について，

記す． 

 

（1）事故発生件数について 

事故発生件数の分布について考察した．ランダム

に発生する事象の単位時間当りの発生回数がポアソ

ン分布に従うことから，ここでは 1 日当りの事故発生件

数がポアソン分布に従うと考えた． 

全事故を集計して 1 日当りの事故の平均件数を求

め，分布の適合度検定を行った．その結果，事故発

生件数がポアソン分布に従っていることが検証された．

図 2 は，事故発生件数の分布形を示している．一方，

事故原因別に 1 日当りの発生件数を求め，分布の適

合度検定を行った．その結果，適合度の統計的有意

性は検証されなかった．よって，これ以降は全事故の

モデルを用いて推計を行う． 

 
（2）事故発生路線について 

事故発生路線の内訳を図 3 に示す．JR 山手線，JR

京浜東北線などの路線で事故件数が多いことが見て

取れる．これらの路線は利用客が多く，駅構内での接

触事故が起きやすいためと考えられる．一方，JR 常磐

線，JR 宇都宮線，東武東上線のような，代替する路

線がない路線においても，事故が多発していることが

見て取れる． 

 

（3）事故発生原因について 

鉄道運転事故等届出書においては，事故発生原

因を 49 に区分しているが，本研究では表 1 に示す 8

つの原因に区分した． 

事故発生原因の内訳を図 4 に示す．図に示す通り，

運行の遅延を伴う事故の多くが，「自殺」によるもので

ある．また「車両障害」，「人災」による事故の割合も多

いことが見て取れる．これら自殺，人災などは，鉄道事

業者が制御不可能な事故原因であり，事故の発生を

完全に抑えることが不可能であることを示している． 

図-4 事故発生原因の内訳 

表-1 事故発生原因の分類 

図-2 事故発生件数の分布型 

図-3 事故発生路線の内訳 
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（4）平均運行停止時間について 

 鉄道事故統計には，事故により最も長く停車した列

車が，再び運行を開始するまでの時間（最大運行停

止時間）が記録されている．ただし，この停止時間長

を移動制約を受けた旅客の損失時間とすると，総損

失時間を過大評価することになる．そこで本研究では，

この最大運行停止時間を半分にして，全旅客の損失

時間とした． 

ここでは事故による列車の運行停止時間は(1)式の

確率密度関数で表されるワイブル分布に従っていると

した． 
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(1)式中の α,m は，それぞれ関数形とスケールを表す

パラメータである． 

事故原因別の平均運行停止時間分布のパラメータ

値を推定し，分布の適合度検定を行った．その結果，

全ての原因に対し，有意水準 10％で有意とみなされ，

ワイブル分布に従っていることが検証された．図 5 は

事故原因別に推定したパラメータ値と推定したワイブ

ル分布の分布形を示している． 

 

 

4．損失時間の推計に関する考察 

（1）事故発生件数の再現性 

本研究では実験期間を 100 日に設定し，図 2 のポ

アソン分布に従う乱数を発生させ，1 日当りの事故発

生件数を決定した．事故統計における事故発生平均

件数は 1.47 であるのに対し，実験における平均発生

件数は 1.63 であった． 

 

（2）事故発生路線の再現性 

 事故 1 件における事故発生路線は 0 から 1 間の一

様乱数を発生させ，その値を図 3 で特定化したシェア

と照らし合わせて決定した．再現性の検証を図 6 に示

す．相関係数は 0.915 となった．このことより，実験によ

り発生させた乱数には信頼性があり，事故発生路線

を再現していると言える． 

 

（3）事故発生原因の再現性 

事故 1 件における事故発生原因は 0 から 1 間の一

様乱数を発生させ，その値を図 4 で特定化したシェア

と照らし合わせて決定した．再現性の検証を図 7 に示

す．相関係数は 0.978 となった．このことより，実験で

発生させた乱数には信頼性があり，事故発生原因を

再現していると言える． 

 

図-7 事故発生原因の再現性 

図-6 事故発生路線の再現性 

図-5 平均運行停止時間の分布形 
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（4）運行停止時間の再現性 

運行停止時間は（3）で決まった事故原因のワイブ

ル分布に従う乱数を発生させ決定した．再現性の検

証を表 2 に示す．全ての要因について平均値の差を

検定し，統計的に差が無いということを確認した．この

ことより，実験で発生させた乱数は，運行停止時間を

再現していると言える． 

 
（5）移動困難者数の算出 

移動困難者数は大都市交通センサスの鉄道定期券

利用者から，以下の(a)，(b)，2 パターンで算出した． 

 

(a)事故発生駅に隣接する駅の間のサービスが停止

することと設定し，事故発生駅での乗降客，乗換客，

及びサービスが停止している区間を通過する旅客 

(b)事故発生路線の全ての駅においてサービスが停

止することと設定し，当路線を利用する全ての旅客 

 
（6）時間費用の推計 

時間費用は，事故当たりの損失時間に，事故によ

る移動困難者数を掛けて総時間費用を求め，これに

時間評価値を掛けて推計した．本研究では(a)，(b)，2

パターンについての時間費用を推計した．両パターン

毎の時間費用の推定結果を年間の損失額に換算し

たものを図 8 に示す．(a)パターンについては 1 年間の

総時間費用は約 36 億円であった．また，(b)パターン

の 1 年間の総時間費用は約 147 億円であった． 

 

 

5．まとめ 

 本研究では，事故発生件数，事故発生路線，事故

発生原因，運行停止時間の統計分布を用いて，旅客

の損失時間を算出し，鉄道事故に伴う時間費用の推

計を行った．その結果，年間の総時間費用は 36 億円

から 147 億円程生じていることが明らかになった．今

回の設定において，1)旅客の不通区間の迂回行動に

ついては考慮されておらず，４．で求めた推計値は過

大評価となっている可能性がある．従って，今後は迂

回の可能性を考慮した推計を行う必要がある．2)全て

の駅の事故発生確率を等しく設定しているが，実際は

ターミナル駅など旅客数が多い駅で事故が多発して

いる可能性があり，今後は旅客数の大小を考慮して

精緻化を行う必要がある． 3)移動困難者は鉄道定期

券利用者のみを算出しており，過小評価をしている可

能性がある．従って，今後は鉄道普通券利用者を考

慮した推定を行う必要がある．4)事故の発生時間帯

は考慮されていないため，1 日当りの事故は営業時間

の 16 時間で割って 1 日としている．従って，今後は事

故発生時間を考慮して精緻化を行う必要がある． 
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図-8 時間費用の分布 

表-2 運行停止時間の再現性 

(a)パターン (b)パターン 

n μ σ n μ σ
自殺 135 26.0 10.6 59 24.9 10.6

車両障害 43 15.9 15.2 38 12.5 11.9
人災 43 13.1 12.4 32 12.8 11.5
天災 29 27.6 18.6 11 27.5 12.9

踏切外事故 24 30.1 17.3 9 18.0 10.1
車両外装置故障 23 30.5 15.4 11 25.5 11.9

踏切事故 19 22.1 17.1 9 24.8 15.2

観測値(分) 実験値(分)

0～3000万円未満

3000万
　～6000万円未満

6000万
　～9000万円未満

9000万
　～1億2000万円未満

　1億2000万円以上

0～1500万円未満

1500万
　～3000万円未満

3000万
　～4500万円未満

　4500万円以上


